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１ 取組テーマ 
校内６次産業による食への関心と健全な食育で、生徒の元気力ＵＰ 

 

２ 栄養教諭の配置状況 

栄 養 教 諭 配 置 年 
及び人数 

 
              年 

                                   

人 

配置されていない

場合の対応状況 
鳥取県教育委員会体育保健課の萬かおり栄養教諭と連携し、事業計画の

進行に協力を得ている。 
 

３ 推進委員会の構成 
委員長 小山富見男  鳥取敬愛高等学校校長 
委員  田  正  鳥取敬愛高等学校副校長 
委員  二階堂茂夫  鳥取敬愛高等学校教頭 
委員  西井  肇  鳥取敬愛高等学校キャリア教育部長 
委員  岸田加奈子  鳥取敬愛高等学校養護教諭 
委員  田村 辰江  鳥取敬愛高等学校寮母 
委員  谷口佳奈枝  鳥取敬愛高等学校生活教養科科長 
委員  清水 隆志  鳥取敬愛高等学校保健体育科主任 
委員  高垣まゆみ  鳥取敬愛高等学校生徒指導部長 
委員  岸本 愛子  鳥取敬愛高等学校家庭クラブ顧問 
委員  北室 知巳  学校医（北室内科） 
委員  松田 直美  鳥取敬愛高等学校スクールカウンセラー 
委員  萬 かおり  鳥取県教育委員会スポーツ教育振興課 
委員  野津あきこ  鳥取短期大学生活学科教授 

 

４ 連携機関及び連携内容 

連携機関名 連携内容 
ＪＡとっとり 農作業、大豆栽培指導 
徳尾集落農家 耕耘、大豆栽培指導 
鳥取敬愛高等学校ＰＴＡ評議員 消費者としての意見 
鳥取県国際交流財団 台湾・ロシア料理指導 
「ちむら」とうふちくわ製造工場 大豆と魚の加工品（とうふちくわ）製造実習 
オアシス東郷 大豆の加工実習（木綿豆腐） 
ＮＰＯ法人日本食育協会 魚料理の指導 

 
 
 
 
 



５ 実践内容 

事 業 目 標   
「農は国の基、食は人の基」の理念に基づいて、総合的な食育を「校内６次産業」を通して、健

全な食生活の基礎づくりのために、次の目標を設定し達成する。 
（１）「食の校内６次産業」による食育の総合的取組 
  ①第１次産業－敬愛菜園での農作業体験 
  ②第２次産業－収穫物の加工体験 
  ③第３次産業－加工品の頒布 
（２）「校内食育検定テスト」の実施による食に関する「知識と技術と心」の修得 
  ①食育に関する知識編－年４回実施して食の知識・常識を修得 
  ②食育に関する技術編－食物検定試験３級レベル合格 
  ③食育に関する道徳編－家庭で日常的に食事の手伝いとマナー 
（３）「健全な食生活で健全な人間育成」のための指標 
  ①生徒の体力ＵＰ－新体力テストで平均値を前年比 10％ＵＰ 
  ②生徒の学力ＵＰ－ベネッセ学力判定で前年比より１ランクＵＰ 
  ③生徒の出席率ＵＰ－遅刻・欠席率を減らし出席率を１％ＵＰ 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

評 価 指 標   
①食育に関する意識の目標－朝食を全く摂らない生徒を０％にする 
             孤食の生徒を５％以下にする 
             食事の時、挨拶をしない生徒を０％にする 
             日常食生活で健康に気を使う事ができる生徒を 70％以上にする 
②学力の目標－ベネッセの学習到達ゾーン 
       Ａ：７％ Ｂ：15％ Ｃ：44％ Ｄ：34％ 
③出席率の目標－目標数値：96.5％ 

評 価 方 法   
（１）遅刻・欠席者状況－出席簿で把握 
（２）保健室利用状況－保健日誌で把握 
（３）新体力テスト－年２回（5・2 月）実施 保健体育科 
（４）体位の推移－年２回（4・2月）実施 保健室 
（５）学力状況－外部模試（ベネッセ模試）の成績の推移を把握 キャリア教育部 
（６）食に関する意識－年２回（3・11 月）実施 家庭科 
           アンケート・面接調査（本人・保護者対象） 
（７）校内食育検定－年４回 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

評価指標を向上させるための仮説（道筋）  
食材を作る大変さと喜びを体験することにより、食への関心を高め、なおかつ収穫物の加工体

験を行うことにより先人の知恵と技術を学び、応用する力をつける。さらには、加工品の頒布

を通して消費者とのふれあい、食育の大切さを伝える。このように、原料の生産（１次）・原

料の加工（２次）・製品の頒布（３次）を一貫して経験することにより、食に対する考え方を

見直し、改善することで元気力をＵＰさせ、体力・学力・出席力のＵＰを図る。 
そのために、各関係機関と連携し、きめ細かな取組を行い、情報収集と分析に努める。 

 
 
 
 
 

 

 



実 践 内 容   

○具体的な取組 
体位測定 4 月 2 月 

食に関する意識調査 ２回実施 

新体力テスト    ２回実施 5 月 2 月 

食育検定      ４回実施 6 月 9 月 10 月 12 月 

食育通信      １２回発行 

ロシア料理調理実習    台湾料理調理実習     校内菜園 
                  
 
 
 
 
 
 
食育講習会（保護者対象） １回実施 
大豆栽培（播種）     （除草）         （収穫） 
                           
 
 
 
 
 
 
大豆加工実習（豆腐ちくわ）（木綿豆腐） 
 
 
 
 
 
 
 
（おから＆豆乳）     （絹豆腐） 
 
 
 
 
 
 
 
豆腐料理（豆腐茶碗蒸し 豆腐団子 豆腐ラザニア）（麻婆豆腐）加工品の試食 アンケート 
 
 
 
 
 
 
 



６ 成果 
スーパー食育スクールに選定されてから、アンケート（２回実施）、食育通信の配布（No.

１～No.１２）、食育検定の実施（４回）、大豆栽培（播種、除草、収穫）、大豆の加工実習

（豆腐作り）などさまざまな活動を実践してきた。 
 とりわけ食育通信の影響は大きく、家庭基礎で基本的な事項しか学習していない生徒たちは

興味深く読むとともに、その中から検定としてテストを実施したので、一生懸命取り組み、満

点をとった生徒もいた。 
 さらに、朝ごはんを食べる習慣がついた生徒の割合が１１月には３月より６％上昇し、間食

をとる率に関しては３月では８７％であったものが、６３％とかなり減り、食育に取り組むこ

とによって変わったところは？の問いに対し、毎日朝食を食べるようになった、ジュースをあ

まり飲まなくなった、など、食育に取り組むことによって生徒の食への意識が改善の方向に向

かっていることは明らかである。 

＊出欠状況…目標とする数値（出席率 96.5％）は達成できなかったが、欠席者の割合は減少が 

見られた 

（欠 席）１日あたり 

１年 5.2％（4 月～12 月）        ２年 昨年度 4.7％（4月～12 月）→3.8％ 

３年 昨年度 6.2％（4月～12 月）→5.0％ 

参考（遅 刻）１日あたり…昨年度比減少傾向であったが、12 月に入って昨年度を上回った 

昨年  4 月 2.7％  5 月 3.6％  6 月 3.5％  7 月 3.2％  8 月 5.4％  9 月 4.3％ 

    10 月 4.0％ 11 月 4.7％ 12 月 3.5％ 

今年  4 月 1.9％  5 月 2.9％  6 月 2.7％  7 月 2.0％  8 月 3.1％  9 月 3.1％ 

    10 月 3.3％ 11 月 3.2％ 12 月 3.7％ 

＊保健室利用状況…食育活動（特に朝食摂取）に取り組むことで、内科的主訴の保健室利用者 
が減少する傾向がみえた 

２６年度 内科的主訴による学年別利用状況 
 

 
4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 

10

月 

11

月 

12

月 
1 月 合計 昨年同時期 

1 年合計 27 41 42 45 27 73 85 45 58 43 486   

2 年合計 38 68 86 53 20 70 115 55 38 46 589 608（1年時） 

3 年合計 65 72 86 53 33 113 129 84 80 56 771 997（2年時） 

スーパー食育スクールに選定されたことをそのものが、生徒・職員の食育に関する意識関心

の高まりにつながり、様々な教育活動において、食育の視点が加わっている。その一例として

教科教育の中での扱いがあげられる。現代社会の授業においては食の流通の視点で授業が実施

され、世界史の授業の中では当時の各国の食文化を扱うようになった。生物や化学の授業では

栄養素や化学物質の体内での変化の様子をより具体的に扱い、生徒の実生活にそった授業が展

開された。人権学習では食文化の違いをテーマに、自分自身に内在する偏見・予断に気づくこ

とで、差別は一人ひとりの「自分の問題」であることを理解する授業が実施され、生徒たちの

人権意識の向上につながった。このように、あらゆる場面で食をテーマとした教育活動が自然

発生的に実施されるようになったのは大きな変化である 
また、国際料理教室（台湾・ロシア）を通じて生徒の外国の食文化への関心も高まった。国

際理解の第一歩として食文化を体験することは大変有効で、留学生（フィンランド）との食文

化交流が盛んになり、相手の文化を理解しようとする姿勢が高まった。また夏休みに海外研修

（アメリカ・台湾・イギリス）に参加した生徒は海外の食文化を記録、紹介するために多くの

写真を撮影してくるなど、姿勢や行動に変化が見られた。 
農園での大豆や夏野菜の栽培では、農作業の苦労を体験しつつも、自分で食物を育てる喜び

を実感した生徒も多かった。夏野菜は家庭科の調理実習でも活用され、丁寧に育てられた作物

のおいしさや感謝する気持ちを学んだ生徒が多数いた。大豆の収穫、調理加工、製品の配布を

実践していく中で、自らの食生活を見直すよい機会であった。 



７ スーパー食育スクール事業の取組状況の情報発信 
生徒を通して保護者へ、また、月例のＰＴＡ役員会・各ＰＴＡ行事等で発信している。 

 学校のホームページ等で取り組み状況などについて発信する。 

 
 ８ 今後の課題 

食育通信や、栽培・加工実習を通して、生徒たちの食への関心は深まったが、実施した体力

測定、模試などの結果からは食育との大きな相関性を見出すことはできなかった。食生活を考

える上では、保護者や本人の意識改革が重要であり、その習慣化にはたいへんな時間と労力が

必要であることを示唆している。本事業において、家庭への周知や生徒の自覚を促す取り組み

が不十分であり、さらに継続的な取り組みが必要であることが考えられる。 

 


